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海洋環境変動に伴うホタテガイ採苗数変動の理解と採苗技術改良
に関する研究（R8-R10）

B

構築する情報基盤の具体的な整備・活用・維
持方法を計画に盛り込むとともに、水温や波浪
等、採苗不良に影響を及ぼす重要因子や稚貝
の付着・保持に適した採苗器の構造について
詳細に検討すること。成果は産業現場へ順次
普及し、ホタテガイ種苗の安定確保に資するよ
う努めること。

B

本課題は、足もとのホタテガイ採苗
不振への対処に加え、中長期的に
みたホタテガイ生産安定化のために
も不可欠な取り組みである。本道に
おけるホタテ漁業の重要性に鑑み
れば、早期に着手する必要があり、
研究評価委員会の意見も踏まえつ
つ、令和８年度から実施する。

3.7 3.1 3.0 3.4 3.4

本課題は、原料魚の趨勢的な減少
と陸海の環境変化の下で冷凍すり
身の品質向上を図るため、その製造
過程に原料鮮度管理を導入する取
り組みであり、早期に着手する必要
性が高い。研究評価委員会の意見
も踏まえつつ、令和８年度から実施
する。

3.1 2.9 2.9 3.1 2.9

原料鮮度管理の導入による次世代型冷凍すり身製造のための指
針策定（R8-R10）

本課題は、道産木材の高付加価値
利用と道産酒のブランド力向上を目
指すものであり、これらが相俟って
新たな観光資源が創出されることも
展望できるなど、公設試として取り組
む意義は大きい。研究評価委員会
の意見も踏まえつつ、令和８年度か
ら実施する。

2.8 2.8 2.4

酒類貯蔵樽の樹種バリエーション拡大のための技術開発（R8-R10）

B

樹種の生育特性を踏まえた適性評価や樽構
成部材の設計手法など実験計画を精査すると
ともに、食品の安全性と同等の評価を検討す
ること。北海道産ブランド力を活かす趣旨を踏
まえ、道産酒を使用した風味試験等の方法を
精査し、道民生活や道内産業へ幅広く波及さ
れる成果を目指すこと。

B

B

原料確保が不安定となった現状を踏まえ、原
料特性や鮮度と冷凍すり身の品質との関係を
総合的に評価できる実験計画を精査するとと
もに、それを踏まえ加工技術の改良へ繋げる
こと。漁獲から輸送・加工場まで一連の鮮度管
理（温度管理）に係る投資やコストを認識し、普
及する成果が上流（漁業者）から中流（加工業
者）、下流（消費者）まで一貫した恩恵となる課
題設計を考えること。

B

3.1 2.7
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工業試験場

立命館大学、
北海道大学

エネルギー・環境・
地質研究所

酪農試験場、
林業試験場

選果工程自動化システム開発効率化のための仮想環境・実環境協
調開発基盤の構築（R8-R10）

B B

農業現場の省力化のためには自動
化機械の導入が不可欠であり、本課
題は、その開発効率化のため、大根
の整列作業を取り上げてデジタルツ
イン技術を用いた開発基盤構築を
目指すものである。当該基盤の他作
業等への展開可能性等にも鑑みれ
ば、早期に着手する意義は大きく、
研究評価委員会の意見も踏まえつ
つ、令和８年度から実施する。

3.1 3.1 3.0 2.9 3.4

農産物の特性のバラツキやイレギュラー事象
およびハードウェア側の設計不良を正確に再
現できるシミュレーション技術開発へ取り組
み、基盤構築に注力した研究計画とすること。
開発するデジタルツイン技術の汎用化を強く意
識し、多様な作物や整列・位置合わせ以外の
作業へ展開を見据えて研究開発を進めるこ
と。

B

産業と調和した河川環境保全は極
めて重要であり、本課題は、そのた
めの方策を、農地管理と緩衝林帯保
全の観点から検証し、地域での実践
を目指すものである。先行きの道内
他地域への展開の必要性等に鑑み
れば、早期に着手するべきであり、
研究評価委員会の意見も踏まえつ
つ、令和８年度から実施する。

3.3 2.9 2.9 3.3 3.0

酪農流域河川の水質保全に向けた流域管理技術の構築（R8-R10）

B

既存研究の知見を踏まえながら調査手法や研
究計画を精査し、多様な流域管理方策の中で
の農地管理や緩衝林保全の位置づけを明確
にして公共財たる河川への環境負荷の低減効
果を明らかにすること。流域管理に参加する農
家へのインセンティブや具体的な緩衝林帯の
保全イメージなどを念頭に、実効性が高い方
策を目指すこと。
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